
　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 4年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
3. 民生費 2. 児童手当支給事業

3. 児童福祉費

2. 児童措置費 こども家庭課

（佐倉市）　　

-

令和 3年度 -

経常 補助 通常 0 0 2,265,349
令和 4年度 -

令和 5年度 -

令和 6年度 -

令和 7年度 -

国庫支出金 県支出金

1,837,250 1,504,856 332,394 △1,837,250

1,837,250 2,170,614 1,504,856 332,394 333,364

・次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するた 次代の社会を担う児童の健全な育成を図ります。 ・子育てにかかる保護者の経済的負担の軽減を図ります

めに、中学校修了前までの子どもを養育している方に、児童手当を支給 。

します。 ・児童の健全な育成の推進が図られます。

通知用圧着ハガキ、窓あき封筒の必要部数を見直 令和4年6月分からの制度改正により高所得者の特

し縮減を図りました。 例給付が一部廃止となるため支給延べ人数の減少が見込まれます。

08 3 3 0

10 966 1,044 △78

19 2,169,645 2,280,450 △110,805

16 01 01 04 01 00 児童手当負担金 1,504,856 1,504,856 1,582,210 △77,354

17 01 01 04 01 00 児童手当負担金 332,394 332,394 349,119 △16,725

差引一般財源 △1,837,250 333,364 △1,931,329 2,264,693


